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水道料金の改定について（答申） 

 

令和７年１０月２７日付け、７東彼上第７６号で諮問があった東彼杵町の水道料金の改定につ

いて、下記のとおり答申します。  

 

記  

 

（１） 水道料金の改定の必要性について  

東彼杵町の水道事業は、平成２９年度に地方公営企業法を適用し、企業会計方式によっ

て運営されています。  

地方公営企業の経営においては独立採算が原則であり、水道使用者から徴収する水道

使用料により必要な経費を賄う必要があります。しかし、人口減少に伴う料金収入の減少

に加え、近年の物価高騰や人件費の上昇による維持管理費の増加などが要因となり、令和

６年度の決算では純損失（赤字）が発生しました。  

したがって、安心で安全な水道水を安定的に供給し続けるには、水道事業の健全化が不

可欠です。 

将来にわたり事業を継続していくため、水道料金の改定は避けられないものと考えます。 

 

（２） 改定率について  

公益社団法人日本水道協会が定める「水道料金算定要領」に基づき、料金算定期間を令

和８年度から５年間と定めます。その間の一般会計からの繰入金は現状維持とし、その全

額を経営費に充てるものとして総括原価方式により算出した結果、現行料金から２０％の

改定（値上げ）が必要であると考えます。  

なお、料金体系については、東彼杵町の将来的な人口動態を考慮し、高齢者世帯への配

慮と負担の公平性を図るため、以下の現行体系を維持することが適当であると考えます。  

• 基本水量：１０立方メートルを基本料金に付与 

 • 従量料金：均一の従量料金制 

 

（３） 改定時期について  

水道事業会計において、令和６年度の決算で損失が発生している以上、可能な限り早期

に料金改定を実施する必要があります。しかし、水道使用者に対して十分な周知期間を設

けるとともに、町議会に対しても丁寧な説明が求められることから、令和８年度中にそれ

らを行い、令和９年４月１日から料金改定を実施することが適当であると考えます。  

 

以上、別紙審議の経過を添え答申します。 


